
令和6年度大阪支部事業計画・予算計画の
修正等について

資料１
令和6年3月14日（木）
全国健康保険協会大阪支部
評議会資料（第4回）

広報部鳥 けんぽん
©2018 協会けんぽ大阪支部



1

令和６年度 大阪支部保険者機能強化予算

【医療費適正化等予算】（単位：千円）

分野 項番
新規/
継続

取組名 予算額

医
療
費
適
正
化
対
策
経
費

1 継続 算定基礎説明会にかかる資料作成（印刷） 501

2 継続 自治体等と連携した、医療機関、調剤薬局への情報提供 1,262

3 継続 自治体と連携した医療費適正化啓発・広報素材の作成 132

4 継続 多剤服薬者へ向けたポリファーマシー被害の防止を主とする通知 6,865

5 継続 ジェネリック使用促進おくすりバックの作成 3,102

6 新規 医療費の適正化に向けた分析業務 4,950

7 新規 被扶養者資格再確認業務に係る状況リスト未提出事業所への文書勧奨 972

8 新規 被扶養者資格再確認業務に係る状況リスト未提出事業所への電話勧奨 1,267

合計 19,051

広
報
・
意
見

発
信
経
費

9 継続 メールマガジンに掲載するコラムの外部委託 792

10 継続 SNS等を活用した「上手な医療のかかり方」の広報 3,476

11 継続 ジェネリック医薬品使用促進を目的としたデジタルサイネージ広告等の実施 7,399

紙媒体による広報 18,423

合計 30,090

計 49,141
歯科医療費の適正化に向けた分析業務→医療費の適正化に向けた分析業務 へ変更
→より分析の精度、発信の影響度を高めるため、歯科医療費を含めた医療費全体の分析を
大阪府と共同で実施することにより変更。

他の取組内容、予算額については、変更なし。（本部承認済）
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令和６年度 大阪支部保険者機能強化予算

保健事業予算については変更なし。（本部承認済）

項番
新規/
継続

取組名 予算額

1 継続 外部委託による事業者健診データ取得 59,866

2 継続 被保険者の生活習慣病予防健診に係る集団健診 26,869

3 継続 被扶養者の特定健診に係る集団健診 63,932

4 継続 令和７年度年次案内に同封するパンフレット等の作成 15,201

5 継続 令和7年度契約更新に係る契約書等の作成 541

6 継続 事業主に対する生活習慣病予防健診の利用勧奨 9,797

7 継続 乳がん・子宮頸がん検診の対象となる働く女性に対する受診勧奨 1,573

8 継続 特定健診とがん検診の未受診者に対する受診勧奨 3,432

9 継続 インターネット・デジタル技術を活用した健康意識向上及び健診受診啓発を目的とした広報（動画配信等） 14,850

10 新規 WEB申込を活用した特定保健指導利用受付及び電話勧奨 11,752

11 継続 被保険者に対する特定保健指導の遠隔面談分割実施 3,300

12 継続 専門機関による特定保健指導利用案内で使用する封筒の作成 2,310

13 継続 健診機関による受診勧奨（０次勧奨） 10,362

14 継続 未治療者に対する受診勧奨（二次勧奨） 4,312

15 継続 健康宣言勧奨用リーフレット等の企画・作成 809

16 継続 大阪府との共催による健康経営セミナーの開催 1,410

17 継続 令和6年度健康講座 11,418

18 新規 健康宣言後のフォローアップ事業（宣言事業所専用ページ開設） 6,644

19 新規 健康宣言事業所向け健康情報誌の発行 4,885

20 継続 事業所カルテの作成 1,477

21 継続 健診機関に対するオンデマンド研修 2,297

22 新規 ICTツール等を活用した健康サポート 3,300

23 継続 禁煙外来を有する健診機関による健診当日の禁煙支援 4,134

24 その他全般（主に事務経費） 58,943

計 323,414

【保健事業予算】（単位：千円）
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令和6年度 特別広報に係る経費について

【令和6年度 最重点広報について】

健康づくりサイクルの定着 5,346

【令和6年度 特別広報について】

マイナンバーと健康保険証の一体化 3,585

最重点広報テーマ（協会が最も周知に力を入れる広報テーマ）
「健康づくりサイクルの定着」
毎年確実に健診を受診し、健診結果に応じた行動（特定保健指導の利用や医療機関への早期受診）をとることの重要性の
周知を図る。

特別広報テーマ （当該年度に集中的に周知すべき広報テーマ）
「マイナンバーと健康保険証の一体化」
令和6年12月に健康保険証の廃止が予定されていることを踏まえ、協会全体で統一的に周知を図る。

（単位：千円）

（単位：千円）
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令和６年度ジェネリック医薬品軽減額通知サービスに係る予算について

令和６年度ジェネリック医薬品軽減額通知サービスの実施について

令和６年度は、本部による全支部分の一律実施・一括送付は実施せず、各支部のジェネリック医薬品の使用割合や判断等を

踏まえ軽減額通知による効果が相対的に高いことが期待される範囲（主に15～39歳）に送付対象を限定した上で実施。
→直近で80％未満である支部は必須で実施することとされ、その他の支部については、手上げ方式により実施計画を提出、本
部審査により認可された場合のみ実施。

大阪支部 令和6年度ジェネリック医薬品軽減額通知サービスの実施計画案について

送付対象を患者拒否割合が高い区域に限定して実施計画書を策定
（対象地域）
豊中市、天王寺区、北区、中央区、阿倍野区、福島区、河内長野市、箕面市

（年齢層）
大阪支部は７～19歳および60歳以上の年齢層の使用割合が低いため、若年層に対象を絞らず全年齢層を対象とする。

令和６年度ジェネリック医薬品軽減額通知サービスにおける予算額（本部認可済）

ジェネリック医薬品軽減額通知サービス 5,718

（単位：千円）
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令和6年度 大阪支部の事業計画KPIについて

基盤的保険者機能関係

令和６年度事業計画KPIについては、本部による確認後の変更はなし。

（今後の運営委員会での議論等により、協会全体の KPI に変更が生じ、結果として支部別の KPI を変更する可能性がある）

項目 KPI 令和6年度 令和5年度 令和5年直近値

①サービススタンダードの達成状況 100% 100%
99.9%

（R5.11時点）

②現金給付等の申請に係る郵送化率 対前年度以上 96.5％ 以上
96.4%

（R6.1時点）

①協会けんぽのレセプト点検の査定率 対前年度以上 ー ー

【参考】
（令和５年度）社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率

ー
対前年度

(0.443%)以上
0.640%

（R5.12の値）

②協会けんぽの再審査レセプト1件当たりの査定額 対前年度以上
対前年度

(11,635円)以上
14,150円

（R5.12の値）

現金給付の適正化の推進
柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所３部位以上、
かつ月15日以上の施術の申請の割合

ー
対前年度

（1.68％）以下
1.62%

（R5.12の値）

①返納金債権（診療報酬返還金（不当）を除く。）の回収率 対前年度以上 ー ー

【参考】
（令和5年度）返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る。）の回収率

ー
対前年度

（46.00％）以上
33.28%

（R5.12時点）

②日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の
   保険証回収率

対前年度以上
対前年度

（85.57％）以上
83.85%

（R5.12の値）

被扶養者資格の再確認の徹底 被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率 ー 94.0％ 以上
79.9%

（R5.12時点）

サービス水準の向上

効果的なレセプト内容点検の推進

返納金債権発生防止のための保険証
回収強化及び債権管理回収業務の推進
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戦略的保険者機能関係

令和6年度 大阪支部の事業計画KPIについて

組織・運営体制関係

項目 KPI 令和6年度 令和5年度 令和5年度直近値

費用対効果を踏まえたコスト削減等 一般競争入札に占める一者応札案件の割合 15.0％ 以下 20.0％ 以下
12.9%

（R6.1時点）

項目 KPI 令和6年度 令和5年度 令和5年度直近値

①生活習慣病予防健診受診率 54.9％ 以上 57.2％ 以上
29.4%

（R5.10時点）

②事業者健診データ取得率 9.1％ 以上 　8.3％ 以上
1.9%

（R5.12時点）

③被扶養者の特定健診受診率 28.3％ 以上 31.0％ 以上
18.5%

（R5.12時点）

①被保険者の特定保健指導の実施率 15.5％ 以上 36.9％ 以上
10.5%

（R5.12時点）

②被扶養者の特定保健指導の実施率 18.0％ 以上 22.1％ 以上
9.6%

（R5.11時点）

重症化予防対策の推進 健診受診月から10か月以内に医療機関を受診した者の割合 対前年比以上
（勧奨後3か月以内）

13.1％ 以上
8.1％

（R4/10-R5/3）

コラボヘルスの推進
健康宣言事業所数
※標準化された健康宣言の事業所数及び今後標準化された
　 健康宣言の更新が見込まれる事業所数

4,970事業所以上 2,130事業所以上
4,492事業所

（R6.1時点）

ジェネリック医薬品の使用促進 ジェネリック医薬品使用割合 対前年度末以上 80.0％ 以上
80.6%

（R5.10の値）

①全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている
　 事業所の被保険者数の割合

48.7％ 以上 48.7％ 以上
44.8%

（R6.1時点）

②全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている
　 健康保険委員の委嘱事業所数

対前年度比以上 ー
17,822事業所

（R5.12時点）

地域の医療提供体制等への働きかけや
医療保険制度に係る意見発信

効率的・効果的な医療提供体制の構築に向けて、地域医療構想調整会議
や医療審議会等の場において、医療データ等を活用した効果的な意見発
信を実施する

ー 実施 未実施

特定健診受診率・
事業者健診データ取得率等の向上

特定保健指導の実施率及び質の向上

広報活動や「顔の見える地域ネットワーク」
を通じた加入者等の理解促進


